
 

 

 

 

 

 

広島県人的資本開示ツールのシステム化について 

 

１　目的 

人的資本情報開示において有効な指標を体系化し、情報開示を行いやすくなるよう、

広島県人的資本経営研究会にて令和６年 11 月に開発した、「広島県人的資本開示ツール」

について、開示レポート作成の準備・作成作業をより効率的かつ高品質なものを作成す

るため、生成 AI の活用、作成者同士の作業連携や、エンゲージメントサーベイなどがで

きるようシステム化した。引き続き、本ツールの利用促進を図り、情報開示を起点とし

た県内企業の人的資本経営の実践を後押しする。 

 

２　システム化の概要 

 

３　予算額 

9,500 千円(システム開発経費) 

 

４　事業目標 

広島県人的資本開示ツールを利用した県内企業数：100 社 

 

 

 対 象 企 業 広島県人的資本経営研究会会員企業（令和８年１月 10 日時点：362 社）

 

特　　　長

○生成 AI による文章作成サポート 

文章作成項目について、生成 AI による言語化・文書化支援機能を導入 

○入力データの視覚化 

入力データは、自動でわかりやすくグラフ化でき、人的資本データの　　

現状と推移を把握することが可能 

○進捗管理機能・関係者へのメモ/通知機能 

各担当者の作業範囲を明確化し、共同作業を円滑に進めることが可能 

進捗状況や最終作業日などが確認できる進捗管理機能を導入 

○エンゲージメントサーベイ 

開示ツールの指標に基づき、システム上でエンゲージメントサーベイが

可能

 提供開始日 令和８年１月 30 日（金）

 関連ページ https://jinteki-hiroshima-tool.info 
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